
（平成２３年１０月１９日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 20 件

国民年金関係 7 件

厚生年金関係 13 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 32 件

国民年金関係 8 件

厚生年金関係 24 件

年金記録確認埼玉地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

埼玉国民年金 事案 4492 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 52 年１月から同年３月までの期間の

国民年金保険料については、納付していたものと認められることから、納

付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 37 年１月から 40 年３月まで 

             ② 昭和 52 年１月から同年３月まで 

    私は昭和 37 年当時、役場の委託を受けて集金に来ていたＡさんに国

民年金保険料を納付した。その後も夫が納付していたはずである。領

収書等は探したが見付からなかった。申立期間の保険料が未納となっ

ていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②について、申立人は、その夫が申立人の国民年金保険料を

納付していたとしているところ、申立期間前後の保険料は納付されてお

り、60 歳になるまで未納が無いことから、その夫は納付意識が高かっ

たと考えられ、３か月と短期間である申立期間の保険料を納付できなか

ったとする特段の事情は見当たらない。 

 

２ 申立期間①について、申立人には＊及び＊の二つの国民年金手帳記号

番号が払い出されており、前者の記号番号についてＢ市国民年金被保険

者名簿では、昭和 36 年４月から同年 12 月分までが納付済みとなってお

り、その夫が共済組合に加入した 38 年９月 10 日に資格喪失をしている。 

また、後者の記号番号は、当該記号番号前後の被保険者の資格取得時

期から、昭和 41 年７月頃に払い出されたと推認され、その時点では、

申立人の被保険者資格は強制被保険者とされていることから、遡って納

付することが可能であったが、37 年１月から 39 年３月までは、時効に

より保険料を納付できない期間であり、同年４月から 40 年３月までは、



                      

  

納付することができる期間となるが、申立人の保険料を納付していたと

するその夫は、既に他界しており、申立人自身は申立期間の国民年金の

保険料納付に直接関与しておらず、申立人の保険料納付状況が不明であ

る。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料の納付をうかが

わせる周辺事情も見当たらない。 

 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 52 年１月から同年３月までの期間の国民年金保険料を納付し

ていたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 4494 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 54 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 大正 12 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 54 年１月から同年３月まで 

私は昭和 42 年 11 月に結婚して夫婦で国民年金に加入した。国民年金

保険料の支払は妻に任せていたが、60 歳まで未納期間は無く納付した

はずである。申立期間の保険料について、妻は納付済となっているのに

私が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、夫婦で国民年金に加入し、60 歳まで保険料を滞ることなく

納付したとしているところ、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号

番号前後の被保険者の資格取得時期から昭和 53 年 11 月頃に払い出された

と推認され、その時点からすると申立期間は保険料を納付することが可能

な期間である上、申立人が、３か月と短期間である申立期間の国民年金保

険料を納付できなかったとする特段の事情は見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 4496 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 62 年 10 月から 63 年３月までの期間

及び同年５月から平成２年２月までの期間の国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 55 年４月から 61 年３月まで 

② 昭和 62 年 10 月から 63 年３月まで 

③ 昭和 63 年５月から平成２年２月まで 

私は昭和 44 年 12 月に結婚し、次女を生んだ後の 48 年７月から国民

年金に任意加入して保険料を納め始めた。昭和 50 年頃に自分でＡ商品

販売の仕事を始めてからは、毎年の確定申告を税理士に依頼しており、

保険料はずっと納付していた。平成 20 年 11 月に国民年金の任意加入を

した時に私の納付記録を確認してもらったところ、未納期間があると回

答されたが、私は保険料を納付していたはずである。申立期間の保険料

が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②及び③について、申立人から提出された申立期間②及び③

を含む昭和 62 年分から平成２年分までの確定申告書の控えには、社会

保険料控除として各々の年に納付された国民年金保険料額が計上されて

いることが確認でき、記載されている金額は各年の保険料額とほぼ一致

している。 

 

２ 申立期間①について、申立人のＢ市（現在は、Ｃ市）被保険者名簿で

は昭和 54 年 10 月 20 日にＤ市（現在は、Ｃ市）に転出していることに

なっているが、申立人の所持する年金手帳には住所変更の事務処理が行

われた年月日を表すと考えられる「61.２.19」の印字があることから、



                      

  

申立人はＡ市を転出後、61 年２月 19 日までは住所変更を行っておらず、

未加入期間であったと推認される。 

また、申立期間①は 72 か月間と長期間である上、申立人が申立期間

①の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告

書等）は無く、ほかに保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事

情も見当たらない。 

   

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は申立期間のうち

昭和 62 年 10 月から 63 年３月までの期間及び同年５月から平成２年２

月までの期間の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 4498 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 48 年１月から同年３月までの期間及

び 54 年 10 月から同年 12 月までの期間の国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 39 年９月から 47 年３月まで 

             ② 昭和 48 年１月から同年３月まで 

             ③ 昭和 54 年 10 月から同年 12 月まで 

         申立期間①及び②については、Ａ市で大家に国民年金保険料を納めて、

その保険料を町内会の役員が集金に来ていたと思う。 

    申立期間③については、未納が無いように納付したと思う。 

    申立期間①、②及び③の保険料が未納となっていることに納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②について、申立人はＡ市で大家に国民年金保険料を納めた

としているところ、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前

後の被保険者の資格取得時期から、昭和 47 年８月頃に払い出されたと

推認され、このことからすると申立期間②の保険料を納付することが可

能である。 

  また、申立期間②前後の期間は納付済みとなっている上、申立人が３

か月と短期間である申立期間②の保険料を納付できなかった特段の事情

も見当たらない。 

 

２ 申立期間③について、申立人は未納が無いように納付したはずである

としているところ、オンライン記録によると、申立人は昭和 48 年４月

から申立期間③直前の 54 年９月までの保険料を継続して納付しており、



                      

  

55 年１月に厚生年金保険の被保険者資格を取得するまでの３か月と短

期間である申立期間③の保険料を納付できなかった特段の事情も見当た

らない。 

 

３ 申立期間①について、申立人は申立期間②と同様にＡ市において大家

に国民年金保険料を納めたとしているが、申立人の国民年金手帳記号番

号が払い出されたと推認される昭和 47 年８月頃の時点では、申立期間

①のうち、39 年９月から 45 年６月までは時効により保険料を納付でき

ない期間であり、45 年７月から 47 年３月までは遡って納付できる期間

であるが、申立人の保険料の納付に関する記憶が明確ではない上、申立

人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらない。 

  また、申立期間①は 91 か月と長期間である上、申立人が申立期間①

の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無

く、ほかに保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情も見当たらな

い。 

 

４ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち昭和 48 年１月から同年３月までの期間及び 54 年 10 月から同年 12 月

までの期間の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

埼玉国民年金 事案 4499 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 43 年４月及び 45 年７月の国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 43 年４月 

             ② 昭和 45 年７月 

    私は、昭和 37 年 12 月頃、母に勧められて国民年金に加入し、申立期

間①の国民年金保険料は私又は母のどちらかが納付し、申立期間②の保

険料は私がＡ区で納付していた。申立期間①及び②が未納となっている

ことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 37 年 12 月頃、その母に勧められて国民年金に加入し、

申立期間①の国民年金保険料は申立人又はその母のどちらかが納付し、申

立期間②の保険料は申立人が納付していたとするところ、申立人の国民年

金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者の資格取得時期から 37 年

12 月頃から 38 年１月頃にかけて払い出されたと推認されることから、申立

期間①及び②は保険料を納付することが可能な期間である。 

   また、申立人は、国民年金被保険者資格を取得した昭和 37 年 12 月から

60 歳に達する日の直前の数か月前まで、申立期間の前後を含め、申立期

間以外の期間に未納期間が無いことから、納付意識は高かったものと考え

られ、合計で２か月と短期間である申立期間の保険料を納付できなかった

特段の事情は見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 4501 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 45 年６月から 46 年６月までの期間及び 47 年１月から 50

年９月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認め

られることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 45 年６月から 46 年６月まで 

             ② 昭和 47 年１月から 50 年９月まで 

    私は、ねんきん特別便で国民年金保険料の未納期間があることを知っ

た。私の母から国民年金の加入を勧められ、母が加入手続を行ってくれ

た。保険料は、申立期間①は母が納付してくれたが、申立期間②は私が

夫の保険料と一緒に納付した。申立期間が未納となっていることに納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人は、その母が国民年金の加入手続を行っ

て国民年金保険料を納付してくれたと主張しているところ、申立人の国

民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者の資格取得時期か

ら昭和 46 年４月から同年６月頃に払い出されたと推認され、その時点

では、申立期間①は現年度納付及び過年度納付により保険料を納付する

ことが可能な期間である。 

    また、申立期間の国民年金保険料を納付してくれたとするその母の保

険料は納付済みであり、その母が 13 か月と比較的短期間である申立期

間①の保険料を納付できなかった特段の事情は見当たらない。 

 

  ２ 申立期間②について、申立人は、家計の切り盛りをしていたので、昭

和 47 年１月に結婚したその夫の国民年金保険料と一緒に納付したと主

張しているところ、申立人の国民年金手帳記号番号は、上記のとおり昭

和 46 年４月から同年６月頃に払い出されたと推認され、このことから、



                      

  

申立期間②は国民年金保険料を納付することができる期間である上、一

緒に納付したとするその夫の保険料は納付済みである。 

    また、申立人は、申立期間②の国民年金保険料について、Ａ区役所か

ら送達された納付書により３か月ごとに同区役所Ｂ出張所で納付したと

主張しているところ、Ａ区では、３か月ごとに納付できる納付書を送付

し、出張所でも保険料を収納していたとしているなど、申立人の主張に

信 憑
ぴょう

性が認められる上、申立人は、申立期間②の国民年金保険料につ

いて、３か月ごとに昭和 47 年は 1,650 円、49 年は 2,700 円、50 年は

3,300 円を納付したと主張しているところ、その額は当時の保険料額と

一致する。 

    さらに、申立人は、申立期間①及び②以外に国民年金保険料の未納は

無く、その夫も、国民年金の加入期間 40 年間に保険料の未納は無いな

ど、申立人夫婦の保険料の納付意識は高かったものと考えられる。 

 

  ３ 申立人については、申立期間①及び②当時は同一年度内に保険料の一

部未納期間がある場合には特殊台帳を作成することとされていたが、同

台帳は存在せず、行政機関側の記録管理に不備が見られ、また、申立人

の昭和 46 年度の納付記録について、Ａ区の年度別納付状況リスト及び

オンライン記録では同年７月から同年 12 月までが納付済みとなってい

るが、Ｃ町（現在は、Ｄ市）の国民年金被保険者名簿では同年４月から

同年９月までの期間が納付済みとなっているなど、行政機関側の記録に

齟齬
そ ご

が見られる。 

 

  ４ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間①及

び②の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

埼玉国民年金 事案 4502 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 45 年 12 月から 47 年１月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが

必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 45 年 12 月から 47 年１月まで 

    私は、申立期間に係る国民年金保険料の未納の通知がＡ市役所から届

いたため、昭和 50 年に満期が来る家財にかけていた火災保険の満期金

で妻が夫婦二人分の国民年金保険料を一括で納付した。申立期間が未納

となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間について昭和 50 年に満期が来る家財にかけていた

火災保険の満期金でその妻が夫婦二人分の国民年金保険料を納付したとし

ている。これについて申立人の国民年金手帳記号番号は当該記号番号前後

の被保険者の資格取得時期から、46 年６月頃に夫婦連番で払い出された

と推認され、当該期間中は夫婦共に強制加入期間であること、申立人が納

付したと主張する 50 年頃には、第２回特例納付（49 年１月から 50 年 12

月まで）が実施されていたこと、特例納付した金額は火災保険の満期金の

範囲内であることから、特例納付が可能であり、その主張に不自然さはみ

られない。 

また、一緒に保険料を納付していたとするその妻は申立期間が未納とさ

れていたが、当委員会への申立てにより国民年金保険料収納記録が平成

20 年８月に訂正され納付済みとなっている。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6301 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間のうち、平成６年９月１日から８年 10 月１日までの期間に係

る申立人の標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所（当時）に当初届け

出た標準報酬月額であったことが認められることから、申立人の標準報酬

月額の記録を、６年９月及び同年 10 月は 53 万円、同年 11 月から８年９

月までの期間は 59 万円に訂正することが必要である。 

また、申立人は、申立期間のうち、平成８年 10 月１日から同年 12 月

16 日までの期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、

申立人の当該期間における標準報酬月額に係る記録を 59 万円に訂正する

ことが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の上記訂正後の標準報酬月額に基

づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除

く。）を納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認め

られる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成６年９月１日から８年12月16日まで 

Ａ株式会社に係る厚生年金保険の標準報酬月額が、当時の給与額に比

べて低いので、標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間のうち、平成６年９月１日から８年 10 月１日までの期間に

ついては、オンライン記録において、Ａ株式会社における申立人の厚生

年金保険の標準報酬月額は、当初、６年９月及び同年 10 月は 53 万円、

同年 11 月から７年 12 月までの期間は 59 万円と記録されていたところ、

８年１月 31 日付けで、申立人を含む複数の元社員について、一度記録

された７年 10 月の定時決定が取り消された上で、６年９月１日に遡っ

て標準報酬月額の記録が、同年９月から７年 12 月までの期間について



                      

  

訂正されており、申立人の場合９万 2,000 円へと減額訂正されているこ

とが確認できる。 

また、Ａ株式会社に係る商業登記簿謄本等により、申立人は、上記標

準報酬月額の減額訂正が行われた当時、取締役であったことが確認でき

るが、申立人の同僚及び元事業主は、いずれも、申立人は営業を担当し

ており、社会保険業務に関与していなかった旨供述していることから、

申立人は、当該標準報酬月額の遡及訂正処理に関与していなかったもの

と認められる。 

さらに、Ａ株式会社の元事業主は、平成８年１月頃の会社の経営状況

は良くなく、社会保険料の一部滞納があった旨供述している。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において平成８年１月

31 日に行われた標準報酬月額の遡及訂正処理は事実に即したものとは

考え難く、申立人について６年９月１日に遡って標準報酬月額の減額訂

正を行う合理的な理由は無いことから、有効な記録訂正があったとは認

められない。このため、当該遡及訂正処理の結果として記録されている

申立人の同年９月から８年９月までの期間に係る申立人の標準報酬月額

は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た標準報酬月額の記録から、

６年９月及び同年 10 月は 53 万円、同年 11 月から８年９月までの期間

は 59 万円に訂正することが必要である。 

 

２ 申立期間のうち平成８年 10 月１日から同年 12 月 16 日までの期間に

ついては、当該遡及訂正処理を行った日以降の最初の定時決定（同年

10 月）で９万 2,000 円と記録されているところ、当該処理については

遡及訂正処理との直接的な関係をうかがわせる事情が見当たらず、社会

保険事務所の処理が不合理であったとは言えない。 

しかしながら、申立人から提出されたＡ株式会社発行の平成８年分給

与所得の源泉徴収票における社会保険料等の金額は、遡及訂正前の標準

報酬月額の 12 か月分の厚生年金保険料及び健康保険料に雇用保険料を

加えた額とほぼ一致することが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち平成８年

10 月１日から同年 12 月 16 日までの期間について、その主張する標準

報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社にお

ける平成８年９月の訂正前のオンライン記録から、59 万円とすること

が妥当である。 

なお、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料の事業主による納付義

務の履行については、事業主は、保険料を納付したか否かについては不



                      

  

明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所に対

し行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が

見当たらないことから、行ったとは認められない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6303 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社Ｂ所における

資格取得日に係る記録を昭和 34 年１月１日に訂正し、当該期間における

標準報酬月額の記録を 1 万 4,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 34 年１月１日から同年６月１日まで 

昭和 32 年４月にＡ株式会社に入社し、39 年２月に同社を退職するま

で継続して勤務をしたが、申立期間の被保険者記録が欠落しているので、

申立期間を被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ株式会社提出の申立人に係る社内経歴の記録、同僚の供述により、申

立人が同社Ｃ支店及び同社Ｂ所に継続して勤務し（昭和 34 年１月１日に

Ａ株式会社Ｃ支店から同社Ｂ所に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ株式会社Ｂ所に係る健康

保険厚生年金保険被保険者名簿の昭和 34 年６月の記録から１万 4,000 円

とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の保険料の納付義務を履行したか

否かについては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得

ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

（当時）に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺

事情が無いことから、行ったとは認められない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6306（事案 5590 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る標準報酬月額の記録については、申立期間の

うち、平成７年２月から同年９月まで及び同年 11 月から８年２月までを

50 万円に、同年３月から同年９月までを 53 万円に、同年 10 月及び同年

11 月を 50 万円に、同年 12 月から９年８月までを 53 万円に訂正すること

が必要である。 

なお、事業主は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成７年２月１日から９年９月 11 日まで 

    当初の判断後、申立期間の一部の給与明細書が見つかったところ、給

与明細書における保険料の控除額に見合う標準報酬月額とオンライン記

録における標準報酬月額が相違しているので、実際の厚生年金保険料控

除額に見合う標準報酬月額に記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 株式会社Ａに係る申立てについては、申立人の申立期間に係る標準報

酬月額の記録において、同社が適用事業所ではなくなった日（平成９年

９月 11 日）の後の同年９月 24 日付けで遡及して減額訂正されているこ

とが確認できることなどから、既に当委員会の決定に基づく 23 年５月

24 日付け年金記録を遡及訂正前の記録に訂正をする旨のあっせん通知

が行われている。 

今回、申立人は申立期間の一部について、新たに給与明細書を提出し、

オンライン記録の標準報酬月額との記録の相違について申し立てている

ところ、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法

律（以下「特例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、

これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控



                      

  

除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基

づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のい

ずれか低い方の額を認定することとなる。 

 

２ 申立人が今回提出した給与明細書（平成７年４月から８年１月まで、

同年３月、同年４月、同年６月、９年４月、同年６月、同年７月、同年

９月）のほか、７年分、８年分の源泉徴収票、10 年度市民税・県民税

の特別徴収税額の変更通知書における社会保険料額から確認及び推認し

た厚生年金保険料控除額により、申立人の標準報酬月額の記録を７年２

月から同年９月まで及び同年 11 月から８年２月までを 50 万円に、同年

３月から同年９月までを 53 万円に、同年 10 月及び同年 11 月を 50 万円

に、同年 12 月から９年８月までを 53 万円に訂正することが必要と認め

られる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

給与明細書及び源泉徴収票並びに市民税・県民税の特別徴収税額の変更

通知書において確認又は推認できる厚生年金保険料控除額に見合う標準

報酬月額と社会保険事務所（当時）において記録されている標準報酬月

額が申立期間において、長期間にわたり一致していないことから、事業

主は、給与明細書及び源泉徴収票並びに市民税・県民税の特別徴収税額

の変更通知書において確認又は推認できる保険料控除額に見合う報酬月

額を社会保険事務所に届け出ておらず、その結果、社会保険事務所は、

当該報酬月額に見合う保険料について納入の告知を行っておらず、事業

主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間のうち、平成７年 10 月に係る標準報酬月額について

は、給与明細書により確認できる、事業主が源泉控除していたと認めら

れる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額が、

オンライン記録における標準報酬月額を超えないことから、特例法によ

る保険給付の対象に当たらないため、あっせんは行わない。 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                    



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6309 

 

第１ 委員会の結論 

    申立人は、申立期間①について、その主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められるこ

とから、申立期間の標準報酬月額に係る記録を、平成９年７月から 12 年

３月までの期間を 34 万円、同年４月から 13 年 12 月までの期間を 36 万円､

14 年１月から 17 年 11 月までの期間を 34 万円、同年 12 月を 36 万円、18

年１月から 19 年２月までの期間を 34 万円、同年３月から 20 年８月まで

の期間を 36 万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、当該期間の上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）

を納付する義務を履行していないと認められる。 

   また、申立期間②、③、④、⑤及び⑥について、厚生年金保険料を事業

主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該期間の

標準賞与額に係る記録を、平成 15 年７月 31 日を１万円、同年 12 月 26 日

を 16 万円、16 年７月 30 日及び同年 12 月 28 日を８万円、17 年７月 29 日

を７万円に訂正することが必要である。 

    なお、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付す

る義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 29 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成９年７月 20 日から 20 年９月１日まで 

             ② 平成 15 年７月 31 日 

             ③ 平成 15 年 12 月 26 日 

             ④ 平成 16 年７月 30 日 

             ⑤ 平成 16 年 12 月 28 日 

             ⑥ 平成 17 年７月 29 日 

Ａ株式会社に勤務した期間のうち、申立期間①において、給与明細

の厚生年金保険料控除額とねんきん定期便に記載されている保険料納

付額が一致しておらず、また、申立期間②から⑥までにおいて、一時



                      

  

金（賞与）を支給され、厚生年金保険料が控除されているが、ねんき

ん定期便には当該賞与に係る記録が無いので、正しい記録に訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   １ 申立人は、申立期間の標準報酬月額及び標準賞与額の相違について

申し立てているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例

等に関する法律に基づき標準報酬月額又は標準賞与額を改定又は決定

し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が

源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月

額又は賞与額のそれぞれに基づく標準報酬月額又は標準賞与額の範囲

内であることから、これらの標準報酬月額又は標準賞与額のいずれか

低い方の額を認定することとなる。 

 

  ２ 申立期間①の標準報酬月額については、申立人から提出された給与明

細書及び源泉徴収票において確認できる厚生年金保険料控除額及び給与

支払額から、平成９年７月から 12 年３月までは 34 万円、同年４月から

13 年 12 月までは 36 万円､14 年１月から 17 年 11 月までは 34 万円、同

年 12 月は 36 万円、18 年１月から 19 年２月までは 34 万円、同年３月

から 20 年８月までは 36 万円に訂正することが妥当である。 

なお、当該期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は当時の資料が無いことから不明としているが、Ａ株式

会社が加入している厚生年金基金における申立人の当該期間に係る標

準報酬月額が、厚生年金保険の記録における標準報酬月額と一致して

おり、厚生年金基金及び社会保険事務所（当時）の双方が誤って記録

したとは考え難いことから、事業主は、給与明細書及び源泉徴収票に

おいて控除されていたと認められる保険料控除額に見合う報酬月額を

社会保険事務所に届け出ておらず、その結果、社会保険事務所は、当

該標準報酬月額に見合う保険料の納入告知を行っておらず、事業主は、

当該期間の厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

３ 申立期間②、③、④、⑤及び⑥の標準賞与額については、申立人が提

出した賞与明細書及び源泉徴収票において確認できる厚生年金保険料

及び賞与額から、平成 15 年７月 31 日は１万円、同年 12 月 26 日は 16

万円、16 年７月 30 日及び同年 12 月 28 日は８万円、17 年７月 29 日は

７万円に訂正することが妥当である。 

なお、当該標準賞与額に係る保険料の事業主による納付義務の履行に



                      

  

ついては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないこと

から、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が、賞与明細書及び源泉徴収票で確認できる厚生年金保険料控除

額に見合う賞与額の届出を社会保険事務所に対して行ったか否かについ

てはこれを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、

行ったとは認められない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6313 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社における資格喪失

日に係る記録を昭和 42 年６月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額の

記録を３万 3,000 円にすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 42 年５月 31 日から同年６月１日まで 

   Ａ株式会社には昭和 32 年４月１日から 42 年５月 31 日まで勤務した

が、厚生年金保険の資格喪失日は同年５月 31 日となっている。同年５

月 31 日まで勤務したことは間違いないので、申立期間について厚生年

金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の被保険者記録及び同僚の供述により、申立人は、申立期間に

おいてＡ株式会社に継続して勤務していたことが確認できる。 

また、当該事業所における健康保険厚生年金保険被保険者原票を確認し

たところ、昭和 42 年１月から同年 12 月までの被保険者資格喪失者 12 人

の雇用保険の記録によれば、離職日が判明した３人の離職日はいずれも厚

生年金保険被保険者資格喪失日（以下「資格喪失日」という。）の前日で

ある上、判明しなかった９人のうち２人は、自身の資格喪失日は退職日の

翌日であると供述している。 

さらに、当該事業所において、昭和 42 年１月から同年 12 月までの１日

付けで厚生年金保険被保険者資格を喪失した 15 人の雇用保険の記録によ

れば、離職日が判明した９人のうち７人の離職日は資格喪失日の前日であ

り、残る２人の離職日は前々日（５月１日資格喪失に対して４月 29 日離



                      

  

職）及び資格喪失日の３日後（５月１日資格喪失に対して５月４日離職）

となっており、雇用保険の離職日と厚生年金保険の被保険者資格喪失日が

同じ者はいない。 

これらを総合的に判断すると、申立人は申立期間において、厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社に係る

昭和 42 年４月の健康保険厚生年金保険被保険者原票の記録から３万

3,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は申立期間当時の資料が無く不明としているが、事業主が資格喪失

日を昭和 42 年６月１日として届け出たにもかかわらず、社会保険事務所

（当時）がこれを同年５月 31 日と誤って記録することは考え難いことか

ら、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、

申立人に係る同年５月分の保険料について納入の告知を行っておらず（社

会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険

料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立

期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6314 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることか

ら、申立人の有限会社Ａにおける平成 16 年６月 30 日の標準賞与額の記録

を 70 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨  

申 立 期 間 ：  平成 16 年６月 30 日 

有限会社Ａから支給された申立期間の賞与の記録が無いが、賞与明細

書により厚生年金保険料が控除されていることが確認できるので、記録

を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された有限会社Ａに係る平成 16 年６月支給の賞与明細

書及び有限会社Ａから提出された平成 16 年賃金台帳により、申立人は、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたこ

とが認められる。 

また、申立人の標準賞与額については、賞与明細書及び賃金台帳で確認

できる保険料控除額から 70 万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る申立期間の賞与額に基づく保険料の事業主による納

付義務の履行については、事業主は、申立てどおりの届出を行ったか、保

険料を納付したか不明と回答しているが、事業主から提出された平成 16

年１回分賞与一覧表から、申立期間に賞与が支給され、かつ、厚生年金保

険料が控除された被保険者が申立人以外にも複数確認できるところ、これ

ら全ての者について、申立期間に係る標準賞与額の記録が確認できないこ

とから、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を社会保険事務所（当時）

に提出しておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間



                      

  

の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主

は申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6315 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、当該期間のう

ち、平成 11 年 10 月から 12 年７月までを 18 万円に訂正することが必要で

ある。 

なお、事業主は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義

務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 50 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 11 年９月 16 日から 12 年８月１日まで 

    平成 11 年９月 16 日から株式会社Ａ（現在は、株式会社Ｂ）に勤務し

ていたが、同年９月から 12 年７月までの標準報酬月額が、給与から控

除されている厚生年金保険料額に相当する標準報酬月額に比べて、国の

記録による標準報酬月額が低いので記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立期間のうち平成 11 年 10 月から同年 12 月まで及び 12 年２月から

同年７月までの期間については、申立人が保管する株式会社Ａ及び株式会

社Ｂの給与明細書により、申立人が、当該期間においてオンライン記録に

より確認できる標準報酬月額（11 万円）を超える報酬月額（平成 11 年 10

月は 25 万 8,763 円、同年 11 月は 25 万 2,493 円、同年 12 月は 24 万

5,534 円、12 年２月は 26 万 3,804 円、同年３月は 27 万 4,686 円、同年４

月は 26 万 5,125 円、同年５月は 30 万 8,717 円、同年６月は 29 万 6,754

円、同年７月は 35 万 7,738 円）の支払を受け、報酬月額に基づく標準報

酬月額より低い標準報酬月額（18 万円）に見合う厚生年金保険料（１万

5,615 円）を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、平成 12 年１月は、厚生年金保険料が事業主により控除されてい

たかについては、これを確認できる給与明細書等の書類は無いものの、前

後の給与明細書から、前後の月と同程度の報酬月額の支給を受け、報酬月



                      

  

額より低い標準報酬月額（18 万円）に見合う厚生年金保険料（１万 5,615

円）を事業主により給与から控除されていたと推認できる。 

さらに、申立期間のうち平成 11 年 10 月から 12 年７月までの期間に係

る標準報酬月額については、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の

特例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき標準報酬月額を

改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、

事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額又は申立人の報

酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これら

の標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の当該期間に係る標準報酬月額については、給与明

細書で確認できる厚生年金保険料額から、18 万円とすることが妥当であ

る。 

一方、申立期間のうち平成 11 年９月については、給与明細書により、

事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額（１万 5,615

円）に見合う標準報酬月額（18 万円）は、オンライン記録により確認で

きる標準報酬月額（11 万円）よりも高額であるものの、給与明細書に記

載された報酬月額（11 万 992 円）に見合う標準報酬月額（11 万円）は、

オンライン記録により確認できる標準報酬月額（11 万円）と同額である

ことから、特例法による保険給付の対象に当たらないため、あっせんは行

わない。 

なお、申立人の申立期間のうち平成 11 年 10 月から 12 年７月までの期

間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主に照会したものの、当時の資料等も無く回答できないとのことであり、

このほかに確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、明

らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が、給与明細書で確認できる厚生年金保険料控除額に見合う報酬月額

の届出を社会保険事務所に対して行ったか否かについては、これを確認で

きる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められ

ない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6324 

 

第１ 委員会の結論    

   申立人は、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められることから、申立期間のう

ち、標準報酬月額の記録について、昭和 46 年 12 月から 47 年 10 月までを

６万 8,000 円、同年 11 月から 48 年１月までの期間は６万 4,000 円、同年

２月から同年８月までの期間は６万 8,000 円、同年９月は９万 8,000 円に

訂正することが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を

納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 45 年４月 21 日から 51 年３月 20 日まで 

    Ａ株式会社に勤務していた頃の標準報酬月額が、実際の給与に比べて

著しく低い。昭和 45 年４月に入社した頃の給与は４万 5,000 円程度で、

退職時の昭和 51 年２月の給与は 12 万円であり、その間、毎年１万円程

度昇給していた。調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づ

き標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給

付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及

び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であるこ

とから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することと

なる。 

一方、申立人が所持する昭和 47 年分給与所得の源泉徴収票に記載さ

れている社会保険料控除額により、申立期間のうち、昭和 46 年 12 月か



                      

  

ら 47 年 10 月までの期間は６万 8,000 円の厚生年金保険料が控除されて

いたことが推認できる。 

また、申立人が所持する給与明細書（昭和 47 年 12 月分、48 年１月

分、同年３月分、同年５月分、同年６月分、同年８月分及び同年 10 月

分）により、申立人は、申立期間のうち、昭和 47 年 11 月及び同年 12

月は６万 4,000 円、48 年２月、同年４月、同年５月及び同年７月は６

万 8,000 円、同年９月は９万 8,000 円の標準報酬月額に相当する厚生年

金保険料がそれぞれ控除されていたことが確認できる。 

なお、申立人は昭和 48 年２月分、同年４月分、同年７月分及び同年

９月分の給与明細書を紛失していることから、当該月の厚生年金保険料

は確認できないものの、当該期間の前後の給与明細書により、48 年１

月は６万 4,000 円、同年３月、同年６月及び同年８月は６万 8,000 円の

標準報酬月額に相当する保険料が控除されたものと推認できる。 

以上のことから、申立人の標準報酬月額については、昭和 46 年 12 月

から 47 年 10 月までは６万 8,000 円、同年 11 月から 48 年１月までは６

万 4,000 円、同年２月から同年８月までは６万 8,000 円、及び同年９月

は９万 8,000 円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人の申立期間に係る保険料を納付する義務を履行

したか否かについては、当該事業所は既に適用事業所では無くなってお

り、申立期間当時の代表取締役は死亡している上、取締役（当時の工場

長）からも照会に対する回答を得られないことから、明らかでないと判

断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が、給与明細書で確認できる厚生年金保険料控除額に見合う報酬

月額の届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか否かについては、

これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行っ

たとは認められない。 

 

２ 一方、申立期間のうち、昭和 50 年４月から 51 年３月までの期間は、

申立人が所持する雇用保険被保険者離職票によって、12 万円の月額賃

金であったことが確認できることから、オンライン記録上の当該期間の

標準報酬月額を上回る報酬月額であったことがうかがえるものの、申立

期間のうち、昭和 45 年４月から 46 年 11 月までの期間及び 48 年 10 月

から 51 年３月までの期間については、申立人が主張する標準報酬月額

に見合う厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた事実を

確認できる給与明細書等の資料等は無い。 

このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



                      

  

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が当該期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6325 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、有限会社Ａにおける申立人の被保険者

記録のうち、申立期間に係る資格喪失日（平成 12 年 12 月 11 日）及び資

格取得日（平成 13 年３月１日）を取り消し、申立期間の標準報酬月額の

記録を 44 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 12 年 12 月 11 日から 13 年３月１日まで 

    有限会社Ａに平成 12 年 11 月１日に入社し、Ｂ店のＣ担当として 14

年６月末日まで同社に継続して勤務していたにもかかわらず、申立期

間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間の厚生年金保険料を控

除されている給与明細書があるので、申立期間を被保険者期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録によれば、申立人は、有限会社Ａにおいて平成 12 年 11

月１日に厚生年金保険被保険者資格を取得し、同年 12 月 11 日に同資格を

喪失後、13 年３月１日に同社において再度同資格を取得していることと

されている。 

   しかしながら、雇用保険の加入記録及び申立人から提出された給与明細

書により、申立人が申立期間において有限会社Ａに継続して勤務し、申立

期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、当該給与明細書における保

険料控除額及び申立期間前後のオンライン記録から、44 万円とすること

が妥当である。 



                      

  

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

有限会社Ａが現存していないため、当時の状況を確認することはできない

が、事業主から申立人に係る被保険者資格の喪失届や取得届が提出されて

いないにもかかわらず、社会保険事務所（当時）がこれを記録することは

考え難いことから、事業主が社会保険事務所の記録どおりの資格の喪失及

び取得の届出を行っており、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る

平成 12 年 12 月から 13 年２月までの保険料について納入の告知を行って

おらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付され

るべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業

主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められ

る。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6326 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額の記録については、申立期間①につ

いては 58 万 6,000 円、申立期間②については 60 万円とすることが必要で

ある。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 17 年 10 月６日 

             ② 平成 18 年３月 10 日 

    国（厚生労働省）の記録では、平成 17 年 10 月６日と 18 年３月 10 日

に支払われた賞与について、ねんきん定期便で確認したところ、標準

賞与額の記録が抜け落ちている。賞与明細書を提出するので当該期間

の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間において、申立人から提出された有限会社Ａ係る賞与明細書か

ら、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉徴収していたと認められる賞与に係る

保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内であ

ることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することに

なる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、申立期間に係る賞与明細

書における保険料控除額から、申立期間①については 58 万 6,000 円、申

立期間②については 60 万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る申立期間の賞与額に基づく厚生年金保険料の事業主



                      

  

による納付義務の履行については、事業主は、当時の資料が無いことから

不明としており、ほかに確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない

ことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により、消滅する前に事

業主が申立てどおりの標準賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に

行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当

たらないことから、行ったとは認められない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6332 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社（現在は、Ｂ株式

会社）における資格喪失日に係る記録を昭和 52 年４月１日に訂正し、申

立期間の標準報酬月額を 20 万円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 52 年３月 31 日から同年４月１日まで 

    昭和 47 年１月１日から 52 年３月 31 日まで、Ａ株式会社に勤務し、

同年４月１日付けでグループ会社のＣ株式会社（後に、Ｄ株式会社）に

転籍したが、この間、継続して勤務し給与から厚生年金保険料を控除さ

れていたにもかかわらず、申立期間の被保険者記録が無いので、申立期

間を被保険者期間として認めてほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録、事業所の人事担当者及び複数の同僚の供述から、

申立人が申立期間においてＡ株式会社（昭和 52 年４月１日にＡ株式会社

からＣ株式会社に転籍）に勤務していたことが認められる。 

   また、申立人及び申立人と同様にＡ株式会社において昭和 52 年３月 31

日に厚生年金保険の被保険者資格を喪失し、Ｃ株式会社において同年４月

１日に資格を取得していることが確認できる同僚から提出された 52 年３

月分賃金支給明細書及び同年４月分給与明細書により、いずれの月につい

ても、給与から厚生年金保険料が控除されていることが確認できる。 

   さらに、申立期間当時におけるＡ株式会社の人事担当者は、「失業保険

の届出と勘違いして、退職日を喪失日として届けてしまったのだと思われ

る。申立人が勤務していたことに間違いはなく、厚生年金保険料は控除し

ていた。」旨供述している。 



                      

  

   これらを総合的に判断すると、申立人は申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人から提出されたＡ株

式会社の申立期間に係る賃金支給明細書において確認できる保険料控除額

から、20 万円とすることが妥当である。 

   また、申立人に係る保険料の納付義務の履行については、事業主は、不

明としており、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないが、

事業主が資格喪失日を昭和 52 年４月１日と届け出たにもかかわらず、社

会保険事務所（当時）がこれを同年３月 31 日と誤って記録することは考

え難いことから、事業所が同日を厚生年金保険の資格喪失日として届け、

その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年３月の保険料について納

入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、

その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合

を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6333 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社（現在は、Ｂ株式

会社）における資格喪失日に係る記録を昭和 52 年４月１日に訂正し、申

立期間の標準報酬月額の記録を 18 万円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 52 年３月 31 日から同年４月１日まで 

    昭和 47 年 12 月 15 日から 52 年３月 31 日まで、Ａ株式会社に勤務し、

同年４月１日付けでグループ会社のＣ株式会社（後に、Ｄ株式会社）に

転籍したが、この間、継続して勤務し給与から厚生年金保険料を控除さ

れていたにもかかわらず、申立期間の被保険者記録が無いので、申立期

間を被保険者期間として認めてほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録、事業所の人事担当者及び複数の同僚の供述から、

申立人が申立期間においてＡ株式会社（昭和 52 年４月１日にＡ株式会社

からＣ株式会社に転籍）に勤務していたことが認められる。 

   また、申立人と同様にＡ株式会社において昭和 52 年３月 31 日に厚生年

金保険の被保険者資格を喪失し、Ｃ株式会社において同年４月１日に資格

を取得していることが確認できる同僚二人から提出された 52 年３月分賃

金支給明細書及び同年４月分給与明細書により、いずれの月についても、

給与から厚生年金保険料が控除されていることが確認できる。 

   さらに、申立期間当時におけるＡ株式会社の人事担当者は、「失業保険

の届出と勘違いして、退職日を喪失日として届けてしまったのだと思われ

る。申立人が勤務していたことに間違いはなく、厚生年金保険料は控除し

ていた。」旨供述している。 



                      

  

   これらを総合的に判断すると、申立人は申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社におけ

る昭和 52 年２月の社会保険事務所(当時)の記録から、18 万円とすること

が妥当である。 

   また、申立人に係る保険料の納付義務の履行については、事業主は、不

明としており、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないが、

事業主が資格喪失日を昭和 52 年４月１日と届け出たにもかかわらず、社

会保険事務所がこれを同年３月 31 日と誤って記録することは考え難いこ

とから、事業所が同日を厚生年金保険の資格喪失日として届け、その結果、

社会保険事務所は、申立人に係る同年３月の保険料について納入の告知を

行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納

付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、

事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していな

いと認められる。 

 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6334 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社Ｂ工場における資

格喪失日に係る記録を昭和 23 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬

月額の記録を 500 円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 22 年 11 月 15 日から 23 年４月１日まで 

    昭和 21 年９月１日から 23 年３月 31 日までＡ株式会社Ｂ工場に正社

員として勤務した後、同年４月１日付けで同社Ｃ所に転勤、その後、Ｄ

株式会社などを経て、62 年３月 31 日までＡ株式会社に勤務したが、入

社以降、一度も退職することなくＡ株式会社及び関連会社に継続して勤

務し、給与から厚生年金保険料を控除されていたにもかかわらず、申立

期間における厚生年金保険の被保険者記録が無いので、申立期間を被保

険者期間として認めてほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の記録及び申立人の申述内容から判断すると、申立人はＡ株式

会社に継続して勤務し（昭和 23 年４月１日に同社Ｂ工場から同社Ｃ所に

異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の昭和 22 年 10 月の

厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）及びＡ株式会社Ｂ工場に係る同年

10 月の健康保険労働者年金保険被保険者名簿の記録から、500 円とするこ

とが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことか



                      

  

ら、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所

（当時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及

び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 4490 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成元年 12 月から２年１月までの期間及び３年７月から４年

６月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認める

ことはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 44 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 平成元年 12 月から２年１月まで 

                          ② 平成３年７月から４年６月まで 

    私は、国民年金の加入手続のためのハガキが 20 歳前に送られてきた

時に、加入手続を行った記憶だけはある。保険料納付については、引っ

越しの手続でＡ区役所へ行った時に納付していない分があると言われ、

平成４年７月頃に数十万円をまとめて納付したはずである。申立期間の

保険料が未納となっていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ区役所へ行った時に納付していない国民年金保険料がある

と言われ、平成４年７月頃に数十万円をまとめて納付したとしているが、

申立人の国民年金への加入手続の記憶が明確ではないことから、これらの

状況が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者

資格取得時期から平成６年８月頃に払い出されたと推認され、その時点で

は申立期間は時効により納付できない期間である上、当委員会においてオ

ンラインの氏名検索等により調査した結果でも申立人に別の国民年金手帳

記号番号が払い出された形跡もうかがわれない。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4491 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 60 年７月から平成元年９月までの国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 60 年７月から平成元年９月まで 

    私は、Ａ国で結婚した夫とともに昭和 60 年７月に日本に来た。平成

３年にＢ市に引っ越しをした時、来日した時まで遡って国民年金保険料

を一括納付すれば、年金記録の空白を埋めることができると助言された

ため、70 万円くらいを市役所で納付した。申立期間の保険料が未納と

なっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ国で結婚した夫とともに昭和 60 年７月に来日し、平成３

年２月にＢ市に引っ越しをした際に来日時まで遡って国民年金保険料を一

括納付したとしている。 

しかしながら、平成３年当時は、未納の保険料を２年を超えて一括納付

できる取扱いは無い上、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号

前後の被保険者の資格取得時期から同年３月頃に払い出されたと推認され、

その時点では、申立期間のうち昭和 60 年７月から平成元年１月までの期

間は、時効により保険料を納付できない期間であり、同年２月から同年９

月までは、遡って納付することができる期間であるが、オンライン記録に

よると、同年 10 月から３年３月までの保険料を３年 11 月６日に遡って一

括納付していることから、この期間と申立期間を混同している可能性を否

定できない。 

また、申立人は今までに交付された年金手帳は１冊だけだとしており、

当委員会においてオンラインの氏名検索等により調査した結果でも申立人

に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡はうかがわれない。 

さらに、申立期間は、51 か月と長期間である上、申立期間の保険料を



 

  

納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほか

に申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当た

らない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4493 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 44 年９月から 53 年３月までの期間及び 58 年２月から 59

年 11 月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認

めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 44 年９月から 53 年３月まで 

             ② 昭和 58 年２月から 59 年 11 月まで 

    私が昭和 49 年に結婚した時、両親が国民年金の加入手続を行い、20

歳になった 44 年＊月からの保険料を納付していたと聞いている。また、

Ａ区からＢ市に引っ越しをした 50 年くらいまでは自分で納付し、58 年

に夫が会社を起こした時に以前の未納保険料分をＢ市Ｃ区役所で私がま

とめて納付した記憶がある。その後は、未納が無いように納付していた

はずである。申立期間の保険料が未納及び未加入となっていることに納

得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、結婚した昭和 49 年にその両親が申

立人の国民年金の加入手続を行い、申立人が 20 歳になった 44 年＊月ま

で遡ってその両親が保険料を納付し、その後は自分で納付したとしてい

るが、その両親は既に他界している上、申立人の国民年金の加入手続及

び保険料納付状況が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険

者の資格取得時期から昭和 52 年９月頃に払い出されたと推認され、そ

の時点では、申立期間①のうち 44 年９月から 50 年６月までは、時効に

より保険料を納付できない期間であり、50 年７月から 53 年３月までは、

過年度及び現年度納付できる期間であるが、上記のとおり申立期間①の

保険料納付状況は不明である上、当委員会においてオンラインの氏名検

索等により調査した結果でも申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い



 

  

出された形跡はうかがわれない。 

 

２ 申立期間②について、申立人は、その夫が昭和 58 年に会社を起こし

た時に、それ以前の未納の保険料を納付するとともに、それ以後は未納

が無いよう保険料を納付したとしているが、オンライン記録によるとそ

の夫は、58 年２月から厚生年金保険に加入していることから申立人は

強制加入被保険者ではなくなっており、59 年５月に任意加入するまで

は未加入期間であったと推認される。 

また、Ｂ市Ｃ区役所の収滞納リストでは、昭和 59 年 11 月分まで保険

料の領収日の記載は無く、納付状況も不明である。 

さらに、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

３ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと

認めることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4495 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 57 年６月から同年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 33 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 57 年６月から同年 12 月まで 

    私が昭和 57 年６月に勤務先を退社した時に、母が国民年金の加入手

続をしてくれたと思う。当時は両親が国民年金に加入していたので、母

が私の保険料を両親の分と一緒に納付してくれたはずである。申立期間

の保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 57 年６月に勤務先を退社した時に、その母が国民年金

の加入手続を行い、その両親の分と一緒に保険料を納付していたとしてい

るが、国民年金の加入手続及び保険料納付をしてくれたとするその母は、

高齢のためこれらの記憶が明確でなく、申立人は直接関与していないため、

これらの状況は不明である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者

の資格取得時期から平成４年７月頃に払い出されたと推認され、その時点

からすると申立期間は時効により保険料を納付できない期間である上、当

委員会においてオンラインの氏名検索等により調査したが、申立人に別の

手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらない。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4497 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 59 年９月から同年 11 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 36 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 59 年９月から同年 11 月まで 

私は昭和 59 年９月 30 日に会社を退職し、同年 12 月１日に再就職す

るまでの３か月間の国民年金保険料を郵便局で納付した。両親からも年

金の保険料はきちんと納付するように言われた。 

申立期間の保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 59 年９月 30 日に会社を退職し、同年 12 月１日に再就

職するまでの３か月間の国民年金保険料を郵便局で納付したとしているが、

申立人の国民年金の加入手続及び保険料の納付に関する記憶が明確ではな

く、これらの状況が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者

の資格取得時期から、平成３年７月頃に払い出されたと推認され、その時

点では、申立期間は時効により保険料を納付できない期間である上、当委

員会においてオンラインの氏名検索等により調査したが、申立人に別の国

民年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらない。 

さらに、申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 4500 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 58 年２月から 62 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 38 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 58 年２月から 62 年３月まで 

    私は、ねんきん特別便が来て内容を精査したところ、未納期間がある

ことを知った。申立期間の国民年金保険料は、私が昭和 61 年 11 月に結

婚しＡ社会保険事務所（当時）で氏名変更の手続を行った時に、義母が

保険料を工面して未納期間の保険料を一括納付した。申立期間が未納と

なっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、その母が国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料は申立

人が１、２回納付した記憶があるとしているものの、結婚後はその義母が

申立期間の保険料を一括納付してくれたと主張している。しかしながら、

申立人は保険料の納付場所や納付書の形式など保険料の納付に関する記憶

が明確でなく、その母は加入手続を行ったか否かについて覚えておらず、

その義母は既に他界しており、国民年金の加入状況及び保険料の納付状況

は不明である。 

   また、申立人は、その義母が申立期間の国民年金保険料を一括して納付

してくれたと主張しているが、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記

号番号前後の被保険者の資格取得時期から平成元年６月頃に払い出された

と推認され、その時点では、申立期間は時効により保険料を納付できない

期間である。 

さらに、当委員会においてオンライン氏名検索等により調査したが、申

立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらず、その

母が国民年金の加入手続を行ったとする昭和 58 年２月から 59 年７月まで

の加入手続の状況について、国民年金手帳記号番号の払出簿を調査した結



 

  

果、申立人が国民年金の加入手続を行った形跡も見当たらない。 

   加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 4503 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 55 年 12 月から 61 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 55 年 12 月から 61 年３月まで 

昭和 61 年３月頃に、定かではないがＡ区役所又は同区役所Ｂ所にお

いて、妻が国民年金の加入手続を行ったと思う。その後、55 年 12 月か

ら 61 年３月までの保険料の納付書が届き、妻がＣ信用金庫Ｄ支店にお

いて、約 30 万円以上の保険料を一括納付したと思う。 

申立期間の国民年金保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 61 年３月頃に、定かではないがＡ区役所又は同区役所

Ｂ所において、その妻が国民年金の加入手続を行い、その後、55 年 12 月

から 61 年３月までの保険料の納付書が届いたので、その妻がＣ信用金庫

Ｄ支店において、約 30 万円以上の保険料を一括納付したと思うとしてい

る。しかしながら、その妻は申立人の国民年金の加入手続及び保険料納付

に関する記憶が明確でなく、申立人は加入手続及び保険料納付に直接関与

していないことから、これらの状況が不明である上、申立期間は、特例納

付実施期間内でないことから、55 年 12 月から 61 年３月までの 64 か月の

納付書が届いたとする申立人の申述は、当時の取扱いに符合しない。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者

の資格取得時期から、昭和 63 年７月頃に払い出されたと推認され、その

時点では、申立期間は時効により保険料を納付できない期間である上、当

委員会においてオンラインの氏名検索等により調査したが、申立人に別の

国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらない。 

   さらに、申立人が、申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことを



 

  

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4504（事案 4025 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 55 年６月から 58 年 12 月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 29 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 55 年６月から 58 年 12 月まで 

申立期間については、私は、海外から帰国した昭和 55 年 10 月頃にＡ

町役場（現在は、Ｂ市Ｃ支所）において国民年金の加入手続を行い、同

年６月に遡って保険料を納付した。その後の国民年金保険料は年払いに

て納付している。 

再申立てに当たり国民年金手帳を入れる袋２枚のコピ－を提出したの

で調査してほしい。 

申立期間の保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間については、申立人の国民年金手帳記号番号が、当該記号番号

前後の被保険者の資格取得時期から、昭和 59 年３月頃に払い出されたと

推認され、その時点では、申立期間のうち 55 年６月から 56 年 12 月まで

は時効により保険料を納付できない期間であり、57 年１月から 58 年 12

月までは遡って保険料を納付する期間であるが、Ａ町保管の申立人の国

民年金被保険者名簿には｢Ｓ59.1 月分より納付希望｣と記載されていたこ

とから、納付状況は不明であり、当委員会においてオンラインの氏名検

索等により調査したが、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出さ

れた形跡も見られないなどとして、既に当委員会の決定に基づく平成 23

年２月 16 日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

今回、申立人は、申立人の保険料納付を示す証拠として新たに国民年金

手帳を収納する袋のコピ－を２枚提出したが、当該国民年金手帳の袋に

ついて、Ａ町役場は｢国民年金手帳の袋についての詳細が分かる者がいな

い。｣としている上、収納袋が２枚あることをもって２冊の国民年金手帳



 

  

記号番号が払い出されたと判断することはできず、これ以外に保険料を

納付したことにつながるような具体的な記憶や資料を得ることができな

かったことから、これは当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情

とは認められない。 

そのほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらない

ことから、申立人は申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 6302 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 28 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 平成 14 年１月１日から 15 年８月１日まで 

Ａ株式会社に勤務した期間のうち、申立期間の標準報酬月額について、

申立期間前には 34 万円であったものが、申立期間には 20 万円に引き下

げられている。同社との賃金支払請求事件の判決において決定された賃

金額を基に、申立期間の標準報酬月額についても記録を回復されるべき

であり、当該標準報酬月額に係る記録を 34 万円に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、Ａ株式会社における申立人の標準報酬月額は、

当初、平成 14 年１月から同年３月までは 34 万円、同年４月から同年９月

までは 26 万円と記録されていたところ、同年 10 月４日付けで、同年同月

１日付けの定時決定を取り消し、同年１月１日に遡って 20 万円に記録訂

正され、15 年８月１日まで継続していることが確認できる。 

しかしながら、申立期間当時において、滞納等の事実は確認することが

できない上、当該事業所における申立期間当時の同僚５人に係るオンライ

ン記録からは遡及訂正等の形跡は確認できない。 

また、申立人は、「申立期間当時、給与から厚生年金保険料は控除され

ておらず、標準報酬月額 20 万円に基づく保険料も控除されていなかっ

た。」と供述している。 

さらに、当該事業所における当時の同僚３人から回答を得たが、申立期

間当時、申立人の給与から標準報酬月額 34 万円に基づく厚生年金保険料

が控除されていたとの供述が得られない上、申立人の給与からその主張す

る標準報酬月額に基づく厚生年金保険料が控除されていたことが分かる給



  

与明細書などの資料も見当たらない。 

加えて、当該事業所との賃金支払請求事件の判決内容からは、申立人の

申立期間に係る厚生年金保険料の控除についての記載が無く、確認するこ

とができない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は、申立期間において、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6304 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 36 年７月４日から同年８月１日まで 

           ② 昭和 45 年 12 月 20 日から 46 年１月５日まで 

  昭和 36 年４月から 38 年９月までＡ株式会社及び株式会社Ｂに継続し

て勤務し、また、昭和 38 年 10 月から 47 年５月までＣ株式会社及びＤ

株式会社に継続して勤務したが、申立期間①及び②に被保険者記録が無

いので、申立期間①及び②を被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

１ 申立人は申立期間①について、Ａ株式会社又は株式会社Ｂのどちらで

勤務していたかは不明と申述しており、同僚からも具体的な証言が得ら

れないことから、当該期間に係る勤務実態について確認することができ

ない。 

また、Ａ株式会社に係る適用事業所名簿及びオンライン記録によれば、

同社は、昭和 36 年７月４日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっ

ている上、同社の事業所別被保険者名簿では、申立人を含む 15 人の同

僚は昭和 36 年７月４日に同社で資格を喪失し、株式会社Ｂの健康保険

厚生年金保険被保険者名簿では、上記 15 人は、同年８月１日に同社で

被保険者資格を取得していることが確認できる。 

このことから、Ａ株式会社は、厚生年金保険の適用事業所で無くなっ

た日の昭和 36 年７月４日に申立人を含む同僚 15 人の被保険者を資格喪

失させ、株式会社Ｂは、Ａ株式会社から同社に異動した上記被保険者

15 人を、同年８月１日に厚生年金保険に加入させていたことが認めら

れる。 

さらに、同僚から申立人の申立期間①に係る厚生年金保険料の事業主



  

による給与からの控除について供述を得られない。 

加えて、Ａ株式会社の登記記録は保存されておらず、株式会社Ｂの閉

鎖時の事業主の住所は不明であり、申立期間当時の両社の事業主は亡く

なっており申立内容について確認できない。 

 

  ２ 申立人は申立期間②について、Ｃ株式会社又はＤ株式会社のどちらで

勤務していたかは不明と申述しており、同僚からも証言を得られないこ

とから、当該期間に係る勤務実態について確認することができない。 

また、Ｃ株式会社Ｅ支社に係る事業所別被保険者名簿によれば、申立

人は昭和 45 年 12 月 20 日に資格を喪失し、Ｄ株式会社に係る同被保険

者名簿及びＦ基金が提出した加入員台帳によれば、申立人は昭和 46 年

１月５日に資格を取得していることが確認できる。 

    さらに、上記の申立人に係る厚生年金保険被保険者記録と失業保険被

保険者記録は一致していることが確認でき、申立期間②に係る失業保険

被保険者記録は無い。 

加えて、Ｃ株式会社Ｇ本社及びＤ株式会社（現在は、Ｈ株式会社）は、

申立期間②に係る厚生年金保険の適用関係の資料等は保存しておらず、

申立内容については不明としている上、同僚から申立期間②に係る厚生

年金保険料の事業主による給与からの控除について供述が得られない。 

 

３  申立人が申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険料の給与

からの控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6305 

 

第１ 委員会の結論 

    申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 45 年８月から 47 年８月まで 

    昭和 45 年８月から 47 年８月までＡ区Ｂ町にあったＣ株式会社にＤ担

当として勤務した。しかし、この期間について厚生年金保険被保険者記

録が無い。この期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立期間当時にＣ株式会社において社会保険事務手続を担当していた

者の供述により、期間の特定はできないものの、申立人が同社に勤務して

いたことはうかがえるが、当該担当者は「申立期間当時においては、従業

員の半数が給与からの厚生年金保険料の控除を拒否したため、厚生年金保

険の加入は従業員の任意となっていた。私は給与計算事務も担当しており、

同社は厚生年金保険未加入者から保険料の控除をしていなかった。」と供

述している。 

また、Ｃ株式会社は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、

事業主も既に亡くなっているため申立てに係る資料や供述を得ることがで

きない上、申立期間に被保険者であった者 15 人に問い合わせ、うち１人

が申立人を記憶していたものの、申立人の勤務実態及び保険料の控除につ

いての具体的な供述を得ることができなかった。 

さらに、申立期間のＣ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名

簿に申立人の記録は見当たらず、また整理番号に欠落も無い。 

加えて、申立人が申立期間において事業主により保険料を給与から控除

されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



  

 これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6307 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間について、厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録訂

正を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成８年３月１日から９年４月１日まで 

日本年金機構の記録によると、平成９年４月７日付けの訂正処理で、

８年３月１日から９年４月１日まで遡って標準報酬月額が、56 万円か

ら 20 万円に引き下げられている。おかしいので、訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人のＡ有限会社における申立期間に係る

標準報酬月額は、当初、56 万円と記録されていたところ、平成９年４月

７日付けの訂正処理で、８年３月１日に遡って 20 万円に減額訂正され９

年３月まで継続していることが確認できる。 

しかしながら、商業登記簿謄本により、上記減額訂正が行われた当時、

申立人は、当該事業所の代表取締役であったことが確認できる。 

また、申立人は、「当時は、景気が悪い上に同業者との競争も激しく、

会社の売上も２割から３割は減ってしまったと記憶している。銀行からの

融資がきつくなり、Ｂ担当への給料を優先していたので、税金の支払も遅

れてしまった。社会保険料の滞納があったかどうかは覚えていないが、支

払のために手形を発行した記憶がある。社会保険事務は自分が担当してい

た。社会保険の手続は顧問契約をしていた社会保険労務士が行っていたが、

社印は自分が管理し、社会保険労務士が作成した書類に自分が押印してい

た。」と供述している。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間に係る標準報酬月額の減額処理時に代表取締役であった申立人が、

自らの標準報酬月額の減額訂正処理に関与しておきながら、当該処理が有

効なものではないと主張することは信義則上許されず、申立期間について、

厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正を認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6308 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額については、訂

正する必要は認められない。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 16 年 10 月から 17 年 10 月まで 

    日本年金機構の記録では、株式会社Ａにおける申立期間の標準報酬月

額が 59 万円になっている。給与明細書等の資料は無いが、申立期間の

標準報酬月額に誤りがあるのではないかと思われる。 

調査の上、正しい標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下

「特例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基

づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していた

と認められる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく

標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか

低い方の額を認定することとなる。 

しかしながら、株式会社Ａから提出された賃金台帳により、申立期間に

おいて、源泉控除された厚生年金保険料額に基づく標準報酬月額及び申立

人の報酬額に見合う標準報酬月額のいずれか低い方の額は、オンライン記

録の標準報酬月額を上回らないことから、特例法による保険給付の対象に

当たらないため、あっせんは行わない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 6310 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 41 年５月から同年 10 月１日まで 

 年金記録を確認したところ、申立期間が厚生年金保険の被保険者記録

となっていないことが分かった。Ａ株式会社（名称変更後は、Ｂ株式会

社）には、Ｃ株式会社（名称変更後は、Ｄ株式会社）の社員の紹介で入

社した。私を紹介した社員は既に同社に勤務していたが、私が入社した

数か月後に辞めてしまった。当時は年金については関心が無かったが、

健康保険には加入した記憶がある。同社には昭和 41 年５月に入社した

にもかかわらず、厚生年金保険の資格取得日が同年 10 月１日になって

いることに納得できない。申立期間を厚生年金保険被保険者期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

当時の同僚及び元事業主の妻の供述により期間は特定できないものの、

申立人は、Ａ株式会社に勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、当該事業所は、既に厚生年金保険の適用事業所ではな

くなっている上、事業主も故人となっているため、申立ての事実につい

て確認することができない。 

また、元事業主の妻は、「Ａ株式会社は、Ｅ地のＣ株式会社によりＦ

地の営業拠点として設立された。知人の紹介で夫が社長となったが経営

は独立採算であった。当時、役所への届出等は社長の弟（故人）が行っ

ていたが、親会社から次々と商品が送られてくるため商品の整理や配達

が忙しく、事務処理は遅れていたようだった。申立人の勤務には記憶が

あるが、入社が何時だったかは正確には分からない。申立人の厚生年金

保険への加入が、入社日から数か月遅れていたとしたら事務処理の遅れ



  

のためだったのではないか。社会保険への加入届を行っていないのに給

与から社会保険料の控除はしていないと思う。」と供述している。 

さらに、申立人が記憶している同僚は、「自分は、Ａ株式会社の設立当

時、Ｃ株式会社から応援として勤務していた。申立人は、その当時に採用

した従業員であるので、申立期間当時はＡ株式会社の社員として勤務して

いた。しかし、Ａ株式会社の経営は、Ｃ株式会社の代理店として独立採算

であったため、社会保険等はＣ株式会社とは別に行っていたので､細かい

事務の内容については分からない。」と回答している。 

加えて、Ｃ株式会社の事業の一部を継承しているＧ株式会社は、「当社

は、旧Ｄ株式会社とは別法人である。事業の一部は継承しているが、関係

書類は引き継いでおらず、申立人の申立内容については不明である。」と

回答している。 

その上、当該事業所における申立人の雇用保険被保険者資格取得日は、

オンライン記録において確認できる厚生年金保険被保険者資格取得日（昭

和 41 年 10 月１日）から１年余り後（昭和 42 年 10 月 20 日）であること

が確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間について、申立人が厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 6311（事案 322 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論  

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

  

第２ 申立の要旨等  

１ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36 年９月１日から 37 年 11 月１日まで 

前回、厚生年金保険の加入記録が無い期間として、昭和 28 年 10 月か

ら 32 年３月までの期間及び 36 年９月から 37 年 11 月までの期間を申し

立てた。 

これらの期間のうち昭和 28 年 10 月から 32 年３月までの期間につい

ては申立てを認められたが、36 年９月から 37 年 11 月までの期間につ

いては認められなかった。 

今回新たに、事業主の長女から私が入院していた時の保険料について

の話が聞けたが、同人及びそのほかの事業主親族等が申立期間当時の状

況を知っているはずであり、調査の上、申立期間について厚生年金保険

被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

申立期間に係る申立てについては、申立人の申立期間に係る厚生年金保

険料の控除について確認できる関連資料及び供述を得ることができず、事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできないとして、

既に当委員会の決定に基づき平成 20 年 10 月 24 日付け年金記録の訂正は

必要ではないとする通知が行われている。 

今回、新たに再申立書に記載されている事業主の親族等について調査し

たところ、事業主の長女が、「父が、『申立人の入院費は社会保険で支払

い、給料を届けたら保険料等を返してよこした。』と話してくれたのを覚

えている。」と供述しているものの、入院の時期及び期間が不明であるこ

と、被保険者であれば保険料は給与から控除されるべきものであることか

ら、上記供述により申立人が申立期間当時、厚生年金保険料を給与から控



  

除されていたことを推認することはできない。 

また、ほかの事業主の親族の一人は自身の勤務履歴との関連から、申立

人が当該事業所を退職したのは昭和 36 年頃と供述しているほか、事業主

の親族や同僚に照会したが、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを確認できる供述を得ることはで

きなかった。 

さらに、申立期間に厚生年金保険被保険者記録のある同僚６人に別途照

会し、４人から回答を得たが、申立人の勤務実態及び保険料控除について

供述は得られなかった。 

以上のことから、申立人からの新たな情報については、当初の決定を変

更すべき新たな事情に当たらず、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 6312（事案 1826 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録につ

いては、訂正を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成５年８月１日から６年１月 21 日まで  

    前回、株式会社Ａで代表取締役を務めていた期間のうち、申立期間の

標準報酬月額の相違を申し立てたが、認められなかった。社員への照会

を承諾しないことが不採択の主な原因と解釈している。今回は、社員へ

の照会については、異議は無いので、調査の上、申立期間の標準報酬月

額の記録を正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の申立期間に係る標準報酬月額に係る記録については、申立人は

代表取締役であり、会社の業務としてなされた行為(標準報酬月額の減額

訂正処理)については責任を負うべきであることから認めることはできな

いとして、既に当委員会の決定に基づき平成 21 年 10 月 23 日付け年金記

録の訂正は必要ではないとする通知が行われている。 

      前回、申立人から従業員に対しての照会について同意を得られなかった

が、今回、申立人の同意を得られたことから、株式会社Ａが厚生年金保険

の適用事業所ではなくなった平成６年１月 21 日まで勤務していた社員６

人(２人は既に死亡)のうち、連絡先が判明した４人に照会したところ、２

人から回答が有り、社会保険事務所(当時)に対する訂正処理について、１

人は、「事業主が行ったと思う。当時の経営状況は良好とは言えなかっ

た。」と供述している。 

   また、ほかの１人は、「事業所の総務担当者、社会保険担当者が行っ

た。」と供述しているが、当時の経理担当者からは回答を得られなかった。 

   さらに、常勤役員及び経理担当者は、雇用保険の加入記録によれば、平

成６年１月 20 日に離職しており、訂正処理日(平成６年２月２日)には、



  

当該事業所を退職していることが確認できることから、申立人以外が当該

遡及訂正を行ったとは考え難く、社会保険事務所が、事業主であった申立

人の同意を得ずに、又は、申立人の一切の関与も無しに、無断で処理を行

ったものと認めることはできない。 

   加えて、日本年金機構Ｂ事務センターは、申立人及び株式会社Ａに係る

関係資料については保存期間経過のため存在しないとし、月額変更届や算

定基礎届が遡及訂正処理されていることについて不適切な処理がなされた

かどうかは判断できないとしている。 

   これらは委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情とは認められず、

そのほかに、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらない。 

   これらの事情を総合的に判断すると、会社の業務を執行する責任を負っ

ている代表取締役である申立人は、会社の業務としてなされた当該行為に

ついては責任を負うべきであり、当該処理が有効なものではないと主張す

る事は信義則上許されず、申立期間について厚生年金保険の標準報酬月額

の記録に係る訂正を認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6316 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 52 年４月 21 日から 57 年 10 月１日まで 

  申立期間について、私は、Ａ株式会社、株式会社Ｂ及び株式会社Ｃの

社長であった。当時の経理責任者に確認したところ、厚生年金保険には

加入していなかったということだが、当時私には子供がおり、健康保険

証が必要だったので、いずれかの会社の被保険者であったはずである。

「昭和 55 年度市民税・県民税特別徴収税額通知書」があるので、申立

期間について、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人は申立期間において、Ａ株式会社、株式会社Ｂ及び株式会社Ｃ

に勤務し、いずれかの厚生年金保険被保険者であったと申し立ててい

る。 

    Ａ株式会社に係る商業登記簿謄本によると、申立人は昭和 53 年２月

＊日に代表取締役に就任していることが確認でき、申立期間当時、同

社に勤務していたことはうかがえるものの、現在確認できる同社の商

業登記簿謄本では、52 年４月＊日から 53 年２月＊日までの取締役とし

ての登記が確認できない上、同社の申立期間に係る雇用保険の被保険

者記録は見当たらない。 

    また、Ａ株式会社に係る事業所別被保険者名簿の表紙に記載されてい

る申立期間当時の事業主は既に亡くなり、申立人が同社の経理責任者

であると申述する同僚について照会したものの、証言を得られないた

め、申立期間に係る勤務実態や厚生年金保険の適用状況等について、

確認することができない。 

さらに、Ａ株式会社に係る事業所別被保険者名簿を確認したところ、

申立人の氏名は無く、健康保険証の番号に欠番は見当たらない。 

 



  

  ２ 株式会社Ｂに係る昭和 61 年 10 月＊日に閉鎖した役員欄の用紙の謄本

によると、申立人は代表取締役として登記されていることが確認でき

るが、就任時期は不明である上、同社の申立期間に係る雇用保険の被

保険者記録は見当たらないため、申立人の当該期間の勤務実態につい

て、確認することができない。 

    また、株式会社Ｂに係る適用事業所名簿によると、同社の厚生年金保

険の新規適用年月日は昭和 57 年 10 月１日である上、新規適用時の同

社に係る事業所別被保険者名簿の表紙の「事業主または代表者氏名」

欄は申立人の氏名であることが確認できる。 

    さらに、株式会社Ｂに係る登記簿目録の写しによると、同社は、昭和

57 年４月＊日にＤからＢに商号変更しているところ、オンライン記録

における事業所名簿検索の結果からは、Ｄが厚生年金保険の適用事業

所であったと確認することができない。 

 

  ３ 株式会社Ｃについて、同社に係る商業登記簿謄本を申立人が登記した

とする法務局に申請したところ、昭和 50 年３月＊日に設立したとする

登記簿目録の写し以外に資料が無いとしている上、同社の申立期間に

係る雇用保険の被保険者記録は見当たらず、申立人の当該期間に係る

勤務実態について、確認することができない。 

    株式会社Ｃについて、オンライン記録における事業所名簿検索の結果

から、厚生年金保険の適用事業所であったと確認することができない。 

  

  ４ なお、申立期間の一部について、申立人が提出した「昭和 55 年度市

民税・県民税特別徴収税額通知書」により「社会保険料控除額」欄に

21 万 4,581 円と記載されていることが確認できるものの、Ｅ市に上記

通知書に記載されている内容について照会したところ「Ｅ市文書管理

規則で定める文書保存年限を経過しているため不明」としている上、

上述のとおり、各事業所についての勤務実態や厚生年金保険の適用状

況等は不明であるため、当該社会保険料控除額の詳細について確認す

ることができない。 

    このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6317 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成７年７月 28 日から８年８月 31 日まで 

    株式会社Ａに勤務していた平成６年９月１日から８年８月 31 日まで

の期間のうち、申立期間は厚生年金保険の被保険者期間となっていない。

申立期間も継続して株式会社Ａに勤務し、厚生年金保険料を控除されて

いたと思うので、申立期間を被保険者期間と認めてほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が、申立期間のうち平成７年７月 28 日から８年８月 26 日までの

期間について、株式会社Ａに継続して勤務していたことは、雇用保険の記

録により確認できる。 

しかしながら、オンライン記録によると、申立人は、株式会社Ａが厚生

年金保険の適用事業所ではなくなった平成７年７月 28 日に厚生年金保険

被保険者としての資格を喪失し、当該喪失に係る届出に際して健康保険証

を添付していることが確認できる上、健康保険任意継続被保険者の資格を

取得していることが確認できる。 

   また、商業登記簿謄本によれば、株式会社Ａは、平成 21 年６月＊日に

解散しており、事業主及び役員からも回答を得ることができない上、当該

事業所が厚生年金保険の適用事業所ではなくなった７年７月 28 日に被保

険者資格を喪失した４人の同僚に文書照会を行ったが回答が無いことから、

申立期間に係る厚生年金保険料の給与からの控除について確認することが

できない。 

   さらに、上述の４人の同僚は、平成７年７月 28 日に被保険者資格を喪

失した後も雇用保険の記録は当該事業所において継続していることが確認

できるところ、当該同僚の健康保険の加入記録では、全員が任意継続被保



  

険者の資格を取得していることが確認でき、また、国民年金の記録では、

４人のうち１人は７年７月から国民年金保険料を納付していることが確認

できる。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を、

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6318 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

住    所 ： 

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 39 年４月 26 日から同年８月 20 日まで 

  私は有限会社Ａに勤務していた当時、１週間から２週間休んだことは

あったが４か月も休んだ記憶が無い。申立期間を厚生年金保険の被保険

者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   複数の同僚証言により、申立人が申立期間において、有限会社Ａに勤務

していたことはうかがえる。 

しかしながら、有限会社Ａは昭和 63 年 10 月 26 日に適用事業所でなく

なっており、適用事業所でなくなった当時の事業主は「昭和 63 年廃業。

申立期間当時の事業主は亡くなっている上、申立人の給与から厚生年金保

険料を控除していたことが分かる資料の保管は無い。」としている上、複

数の同僚は、有限会社Ａの事務は社長が行っており、申立人の給与から厚

生年金保険料の控除があったかは不明としている。 

また、オンライン記録より、有限会社Ａに係る複数の同僚について、申

立人同様に厚生年金保険の被保険者期間の欠落が確認できる。 

   さらに、昭和 39 年４月４日に取得し、同年４月 26 日に喪失した被保険

者期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票には、健康保険証の返納

年月日が 39 年５月 22 日と記載されていることが確認できる。 

   なお、申立人の有限会社Ａでの雇用保険被保険者期間は、申立期間も継

続して確認できるものの、申立人と同様に厚生年金保険の被保険者期間が

中断している期間が確認できる同僚の雇用保険記録は、当該期間も継続し

ているところ、オンライン記録によると当該期間は別事業所での厚生年金

保険の被保険者期間であり、当該同僚自身も当該期間は別事業所に勤務し、



  

再入社したと供述していることから、同社においては厚生年金保険と雇用

保険の資格喪失時期は必ずしも一致していなかったことがうかがえる。 

   このほか、申立人の申立期間に係る給与から厚生年金保険料が控除され

ていたことが確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6319 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 33 年４月から 35 年７月１日まで 

    昭和 33 年３月に高校を卒業して、同年４月にＡ有限会社に入社し 35

年８月までＢ地のＣ（現在は、Ｄ）のＥ売り場でＦ店員として勤務した

が、申立期間の記録が無い。申立期間を厚生年金保険の被保険者期間と

して認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された、撮影時期不明とする社内慰安旅行の写真につい

て、申立期間当時に厚生年金保険の被保険者記録のある同僚二人がＡ有限

会社の社内慰安旅行の写真に間違いないと供述し、うち一人は、「自分は

昭和 32 年４月に入社し 33 年８月に退職した。この写真に私は写っていな

いが、申立人が写っている。」と供述していることから、申立人が申立期

間中に同社に勤務していたことがうかがえる。 

しかしながら、Ａ有限会社は既に全喪しており、当時の事業主に照会し

たが、親族は「病気のため回答することができない。」としていることか

ら、当時の厚生年金保険の加入手続の取扱いや保険料の控除等について供

述を得ることができない。 

また、当該写真に申立人と一緒に写っていて、かつ、申立人が氏名を特

定している社長、工場長及び職場に給与を届けてくれた営業社員は、オン

ライン記録では申立期間中に厚生年金保険の被保険者記録は無く、Ａ有限

会社に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿でも、申立人同様、

申立期間中にその氏名は見当たらず、健康保険証の番号に欠番も無いこと

から、申立期間当時、当該事業所は社員全員を厚生年金保険に加入させる

取扱いをしていなかったと推認できる。 



  

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間についてその主張する標

準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6320 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 33 年１月７日から 35 年１月 31 日まで 

日本年金機構から平成 22 年９月に厚生年金保険被保険者期間が記録

されたはがきが来て、初めてＡ株式会社Ｂ工場（現在は、Ｃ株式会社）

の被保険者期間が脱退手当金を受給したことになっていることを知った。

脱退手当金を受給した記憶が無いので、申立期間を厚生年金保険の被保

険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係

る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約６か月後の昭和 35 年７月 27 日

に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない上、

通算年金制度創設前であることを踏まえると、申立人が脱退手当金を受給

することに不自然さはうかがえない。 

   また、申立人から聴取しても請求・受給した記憶が無いというほかに脱

退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6321 

 

第１ 委員会の結論    

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 28 年９月２日から 37 年 10 月 21 日まで 

厚生労働省の記録では、申立期間に係る脱退手当金が支給されたこ

とになっているが、当該脱退手当金を請求しておらず、受給もしてい

ないので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金は、支給金額に計算上の誤りは無く、株式会社Ａ

に係る資格喪失日（昭和 37 年 10 月 21 日）から約２か月後の昭和 37 年

12 月 28 日に支給決定されているほか、厚生年金保険被保険者台帳（旧台

帳）には脱退手当金の算定のために必要となる標準報酬月額等を、厚生省

（当時）から当該脱退手当金の裁定庁へ回答したことが記録されているな

ど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人から聴取しても請求及び受給した記憶が無いというほかに

脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6322 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 36 年３月 20 日から同年９月１日まで 

             ② 昭和 36 年９月１日から 39 年２月 25 日まで 

             ③ 昭和 40 年８月１日から 43 年５月 16 日まで 

             ④ 昭和 43 年９月１日から 45 年１月 31 日まで 

国(厚生労働省)からのはがきの記録では、申立期間①のＡ所、申立期

間②及び③のＢ株式会社Ｃ工場、申立期間④のＤ株式会社Ｅ本社に勤務

していた期間が脱退手当金支給済期間となっているが、7,000 円くらい

は受け取った記憶があるものの、当時の給料の２倍以上の額を受け取っ

た覚えは無いので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間④に勤務していた事業所に係る事業所別被保険者名簿

には、脱退手当金を支給したことを示す「脱」表示の記載があり、その支

給額に計算上の誤りは無く、申立期間④に係る厚生年金保険被保険者資格

喪失日（昭和 45 年１月 31 日）から約３か月半後の昭和 45 年５月 19 日に

支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人は、脱退手当金を受け取った記憶があるとしている上、申

立人から提出された厚生年金保険被保険者証には、脱退手当金を支給した

ことを示す「脱」表示の記載が確認できることを踏まえると、申立人の意

思に基づかないで脱退手当金が請求されたものとは認め難い。 

 そのほかに、脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見

当たらない。 

 これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 6323（事案 5347 の再申立て） 

  

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

 １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨  

申 立 期 間 ： 昭和 52 年１月から平成 14 年２月まで 

    厚生労働省の記録では、株式会社Ａで勤務した期間の厚生年金保険の

標準報酬月額と支給された給与額に違いがある。申立期間の標準報酬

月額が適正かどうかを再度調査し、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、当初の申立

てにおいて、申立人は昭和 52 年１月から 59 年 11 月まで、昭和 60 年３

月から平成９年８月まで、及び 11 年 12 月から 13 年８月までの期間に

ついて、標準報酬月額の相違について申し立てているところ、厚生年金

保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例

法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき

記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと

認められる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う

標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれ

か低い方の額を認定することを理由として、給与明細書において確認で

きる保険料控除額から、申立人の標準報酬月額の記録については、昭和

52 年６月を 18 万円に、54 年４月から同年９月を 19 万円に、55 年７月

を 20 万円に訂正することが必要である旨の当委員会の決定に基づくあ

っせん通知が既に平成 23 年４月 20 日に行われている。 

 

２ 今回、申立人は、申立期間の標準報酬月額について、申立期間の給与

明細書等及び給与額と保険料額等を自身が整理した資料を提出し、さら



  

に訂正できる余地があるか精査するよう申し立てている。 

しかしながら、申立期間の標準報酬月額については、申立人が提出し

た株式会社Ａに係る給与明細書に記載の報酬月額又は保険料控除額に見

合う標準報酬月額がオンライン記録上の標準報酬月額を上回っていると

は認められないことから、特例法による保険給付の対象に当たらないた

め、あっせんは行わない。 

このほか、申立期間に係る標準報酬月額について、申立人の主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控除について確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらない。 

 

３ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人の主張は、いずれも委員会の決定を変更すべき新たな事情とは認

められず、そのほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見

当たらないことから、申立人は、申立期間について、その主張する標準

報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6327 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 57 年３月 31 日から同年４月１日まで 

国の記録によると、株式会社Ａにおける厚生年金保険被保険者資格

喪失日は、昭和 57 年３月 31 日となっているが、同日は水曜日であり、

有給休暇を消化すること無く 31 日まで同社に勤務し、翌日は次の勤務

先であるＢ所に勤務した。したがって、同喪失日は 57 年４月１日とな

るはずである。 

第三者委員会で調査の上、申立期間について厚生年金保険被保険者

であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録により、株式会社Ａに係る申立人の離職年月日は、昭

和 57 年３月 31 日であることが確認できるものの、閉鎖登記簿謄本によ

り、当該事業所は平成 18 年９月＊日に破産手続廃止決定が確定してい

ることが確認できる上、申立期間当時の事業主は既に他界しており、そ

のほか申立期間当時の同僚に照会しても、申立人の申立期間における勤

務実態について供述を得ることができない。 

また、Ｃからの回答により、申立人に係る加入員資格喪失年月日は、

昭和 57 年３月 31 日であることが確認できることに加え、当該事業所に

係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、申立人の厚生年金保険

被保険者資格喪失日は、オンライン記録と一致することが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6328 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 48 年２月７日から 50 年６月 10 日まで 

② 昭和 51 年８月 11 日から 53 年４月 21 日まで 

         申立期間①について、株式会社Ａで、寮に入寮しながらＢ等売場の

担当で昭和 48 年２月７日から 51 年２月２日まで勤務していたが、申

立期間の厚生年金保険の被保険者記録が無い。調査して被保険者記録

を訂正してほしい。 

申立期間②について、「株式会社Ｃ」で、パートとしてＤ販売及びＥ

業務をしながら昭和 51 年８月 11 日から 54 年２月 16 日まで勤務してい

たが、申立期間の厚生年金保険被保険者記録が無い。調査して被保険者

記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、複数の元同僚の供述及び申立人の雇用保険被保

険者記録により、申立人が申立期間①のうち昭和 48 年３月１日から株

式会社Ａに継続して勤務していたことが認められる。 

しかしながら、株式会社Ａに係る事業所別被保険者名簿から、申立期

間①に厚生年金保険の被保険者記録が確認できる元同僚 16 人に申立人

の勤務実態及び厚生年金保険料の控除について照会したところ、６人か

ら回答があり、そのうちの１人は「当時の厚生年金保険の加入は、本人

の希望制であった。また、申し出るまで加入は見送られていた。」と供

述している上、別の３人の元同僚が供述した自身の入社日とオンライン

記録の厚生年金保険加入日を確認したところ、入社から厚生年金保険に

加入するまでの未加入期間は、23 か月が１人、６か月以内が２人であ

ることを踏まえると、同社においては全ての従業員について入社と同時



  

に厚生年金保険に加入させる取扱いではなかったことがうかがえる。 

また、株式会社Ａに係る適用事業所名簿の記録によると、当該事業所

は、平成 12 年 11 月 30 日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなって

おり、当時の事業主は、「当時の資料等が残っていないため、申立人の

申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除については不明で

ある。」と回答している上、前記同僚照会からも具体的な供述が得られ

ないことから、申立人の申立期間①の厚生年金保険料の控除について確

認することができない。 

さらに、オンライン記録により、申立人は申立期間①のうち昭和 48

年２月から 50 年３月まで国民年金保険料を納付済みであることが確認

できる上、厚生年金保険被保険者手帳記号番号払出簿により申立人が同

社で付与された厚生年金保険の手帳記号番号（＊）の払出日は、50 年

６月 12 日であることが確認できる。 

加えて、株式会社Ａに係る事業所別被保険者名簿には、申立期間①に

申立人の氏名は見当たらず、健康保険の整理番号に欠番も無い。 

このほか、申立人が申立期間①において、事業主により給与から厚生

年金保険料を控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料も無

い上、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ２ 申立期間②について、申立人は「株式会社Ｃ」での１日の勤務時間が

５時間、アルバイト・パートとして継続して勤務していたと申述してい

る。 

しかしながら、「株式会社Ｃ」に係る事業所別被保険者名簿から、申

立期間②に厚生年金保険の被保険者記録が確認できる元同僚 12 人に申

立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除について照会したところ、６

人から回答があり、そのうちの１人は「自分はパートとして『株式会社

Ｃ』に 15 年間勤務していた。会社での厚生年金保険の加入は、本人の

希望により加入させていた。」と供述しているところ、当該同僚はオン

ライン記録により勤務期間の最後の５か月だけ厚生年金保険に加入して

いることが確認できる上、別の複数の元同僚も入社日と厚生年金保険の

加入日が相違していると供述していることを踏まえると、同社において

は全ての従業員について入社と同時に厚生年金保険に加入させる取扱い

ではなかったことがうかがえる。 

また、事業主は「申立人の勤務実態及び厚生年金保険料控除について

は不明。」と回答している上、前記同僚照会からも具体的な供述が得ら

れないことから、申立人の申立期間②の勤務実態及び厚生年金保険料の

控除について確認することができない。 



  

さらに、「株式会社Ｃ」に係る事業所別被保険者名簿には、申立期間

②に申立人の氏名は見当たらず、健康保険の整理番号に欠番も無い。 

このほか、申立人の申立期間②に係る「株式会社Ｃ」における雇用保

険の被保険者記録は無く、事業主により給与から厚生年金保険料を控除

されていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い上、申立人の申

立期間②における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及

び周辺事情は見当たらない。 

 

  ３ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は、厚生年金保険被保険者として、両申立期間に係る厚生年金保

険料を各事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6329 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 33 年７月１日から 36 年 10 月 31 日まで 

    昭和 33 年７月１日に株式会社Ａから、人手が不足しているのでＢ職

として要請されて入社した。そのときに厚生年金保険被保険者証を渡さ

れた記憶がある。調査の上、厚生年金保険被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が記憶している事業所所在地、複数の同僚名及び勤務実態に係る

申立内容並びに昭和 36 年２月に入社した元同僚の供述から、申立人が申

立期間のうち 36 年２月以降、株式会社Ａに継続して勤務していたことが

うかがえる。 

しかしながら、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険

者名簿から申立期間に厚生年金保険の被保険者記録が確認できる元同僚７

人に照会したところ、申立人の昭和 36 年１月以前の勤務実態及び申立期

間の厚生年金保険料の控除について具体的な供述は得られなかった。 

また、株式会社Ａの元取締役は、「申立人をはっきり記憶していないが、

株式会社Ａは、町のＣ店で、当時は様々なＤ職が出たり入ったりしていた、

申立人はそのうちの一人ではないかと思われる。自分は同社に 33 年１月

に入社し、１年 11 か月後の 34 年 12 月に会社が社会保険に適用されてか

ら厚生年金保険に加入した。当時の給与額は小遣い程度で、給与明細書を

もらった覚えは無い。会社は 62 年 11 月に突然倒産し、経営者及び社会保

険事務担当者も所在不明なため、当時の事務内容は一切不明。当時の関係

書類も残されていない。」と供述している上、申立期間当時の事業主は既

に亡くなっており、申立人の昭和 36 年１月以前の勤務実態及び申立期間



  

の厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

さらに、事業所索引簿によると株式会社Ａが昭和 34 年 12 月１日に厚生

年金保険の適用事業所となっていることから、申立人の申立期間の一部は、

適用事業所では無いことが確認できる。 

   加えて、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿

には、申立人の氏名は見当たらず、健康保険の整理番号に欠番も無い。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い上、申立

人の申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6330 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 27 年 11 月１日から 32 年４月１日まで 

             ② 昭和 32 年４月１日から 33 年９月１日まで 

             ③ 昭和 33 年９月１日から 35 年２月１日まで 

             ④ 昭和 35 年２月１日から 37 年２月１日まで 

    昭和 27 年 11 月からＡ株式会社Ｂ支店Ｃ所において事務助手のＤ職と

して採用され、以降、Ｅ所、Ｆ所、Ｇ所の各所のＤ職を経て、37 年５

月にＧ所において事務系の社員として登用された。Ｄ職として採用され

てから平成４年３月の退職まで 40 年間Ａ株式会社に勤務した。 

社会保険事務所（当時）で厚生年金記録を精査したところ、Ｄ職とし

て勤務していた申立期間の９年半にわたり、厚生年金保険の被保険者記

録が欠落していた。この間、会社が厚生年金保険の加入手続を怠ってい

たことを知った。 

私がＤ職として勤務していた各所が、いずれも当時から厚生年金保険

の強制事業所に該当することを述べた上、未加入について当該事業所に

問い合わせをしたが、結局「名簿等を確認しても当時のことは分からな

い。」「法律上は供述どおりであるが、厚生年金保険料が高額であった

ことから加入するか否かは本人（Ｄ職）の判断に任せた。」との回答で

あった。会社からは当該期間の厚生年金保険加入を確認できる資料は発

見できず、また、社員登用される以前に勤務した各出張所における労務

管理の状況も確認できなかった。調査の上、申立期間を厚生年金保険被

保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 



  

Ａ株式会社から提出された申立人に係る職員カード（甲）の入社前職歴

欄に「昭和 27 年 11 月１日 Ａ株式会社Ｃ所 事務助手」、「昭和 31 年

４月１日 Ｈ所 事務助手」、「昭和 33 年９月１日 Ｆ所 事務助手」

及び「昭和 35 年２月１日 Ｇ所 事務助手」と入社前職歴に記載されて

おり、また、当該カードの資格欄には昭和 37 年５月１日にＩ職、39 年４

月１日に準社員及び 43 年４月１日に社員と記載されていることが確認で

きる上、申立人の雇用保険の加入記録、事業主の回答及び複数の元同僚の

供述から、申立人が申立期間①、②、③及び④において当該事業所に継続

して勤務していたことが認められる。 

しかしながら、Ａ株式会社は、「職員カード（甲）の入社前職歴欄によ

り、申立人を申立期間においてＤ職として雇用していた事実は確認できた

が、勤務形態、そのほかの雇用契約内容等に関して記録が無いため不明で

ある。申立期間に給与から厚生年金保険料の控除を行ったかは不明。」と

回答している上、各申立期間に係る同僚照会からも具体的な供述が得られ

ないことから、申立人の各申立期間の厚生年金保険料の控除について確認

することができない。 

また、上記同僚照会の結果、申立期間①の元同僚は、「Ｄ職は厚生年

金保険の加入はしていない方が多かった。」と供述し、申立期間②の複数

の元同僚は、「24 年に採用されたが、入社した当時はＤ職で厚生年金保

険には加入していなかった。28 年８月に社員の身分になってから厚生年

金保険に加入した。」、「Ｄ職は試用期間があり、日雇い身分で厚生年金

保険には加入していなかった例がほかにもある。」と供述し、申立期間③

の複数の元同僚は、「Ｄ職の身分の時に８か月厚生年金保険の記録が欠落

している。」、「Ｄ職で 28 年に入社したが、厚生年金保険の加入は 31 年

４月５日の『Ｊ職』になってからである。」と供述し、申立期間④の元同

僚は、「申立人はＫ業務等の助手として勤務していた。厚生年金保険の加

入は本人の希望制。」と供述していることを踏まえると、当該事業所にお

いてＤ職としての従業員は、入社と同時に全員を厚生年金保険に加入させ

る取扱いではなかったことがうかがえる。 

さらに、オンライン記録によると申立期間のうち昭和 36 年４月から 37

年１月までの期間は国民年金保険料を納付していることが確認できる。 

加えて、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名

簿には、各申立期間に申立人の氏名は見当たらず、健康保険の整理番号

に欠番も無い。 

このほか、申立人が各申立期間において、事業主により給与から厚生年

金保険料を控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い

上、申立人の各申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら



  

ない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、各申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6331 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における標準報酬月額の記録については、訂正する必

要は認められない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 40 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 63 年５月 25 日から平成 23 年３月 25 日まで 

    昭和 63 年５月 25 日からＡ株式会社において厚生年金保険に加入し給

与から厚生年金保険料を控除されていたが、申立期間の被保険者記録は

当時の給与支給額と相違しているので、給与支給額に見合った標準報酬

月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ａ株式会社で勤務していた申立期間における実際の支給報酬

額が、厚生年金保険に係る標準報酬月額よりも高額であったと主張してい

るところ、申立人提出の申立期間の一部に係る給与明細書及びオンライン

記録において確認できる報酬月額の記録から、申立人が標準報酬月額より

も高額の報酬額を受けていた期間があったことがうかがえる。 

   しかしながら、オンライン記録から、申立人の申立期間に係る厚生年金

保険の標準報酬月額は、当時の厚生年金保険の標準報酬月額の最高等級で

あることが確認できる。 

   したがって、申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、

訂正する必要は認められない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6335 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 33 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 11 年３月１日から同年７月 26 日まで 

株式会社Ａに勤務していた平成 11 年３月１日から同年７月 26 日まで

に実際に支払を受けていた報酬額と比べて、オンライン記録の標準報酬

月額が低額になっているため、正しい標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間に係る標準報酬月額の相違について申し立てている

ところ、オンライン記録により、申立人を含む株式会社Ａの 17 人の被保

険者の標準報酬月額が、平成 11 年３月１日付けで 12 万 6,000 円に改定す

る処理（随時改定）が行われたことが確認できる。 

しかしながら、前述の随時改定処理について、遡及して訂正した形跡等

は見当たらない上、元同僚の一人は、「時期ははっきりしないが、会社の

資金繰りが厳しくなったため、給与を年俸制とし、一部を賞与扱いにして

基本給を引き下げたため、標準報酬月額が下がった時期があった。」旨の

供述をしている上、ほかの複数の元同僚も、事業所が社会保険料などの経

費を浮かすために、給与の一部を賞与扱いにする給与体系の変更を行った

旨及び給与体系の変更についての説明を受けたと供述している。 

また、株式会社Ａの元顧問社会保険労務士から提出を受けた賃金改定に

関する同意書のコピーには、月例固定給を減額して一定額とし、諸手当は

廃止する旨の記述が確認できるところ、当該同意書の氏名欄に申立人の氏

名と押印が確認できる。 

さらに、Ｂ基金及びＣ組合からの回答により、申立期間に係る申立人の

記録はオンライン記録に符合していることが確認できる。 



  

加えて、株式会社Ａの元事業主にも照会したが、当時の資料が無く不明

との回答であり、申立期間の報酬月額及び保険料控除額について確認する

ことができない。 

このほか、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料

は無く、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間について主張する標準報酬月額に相当する厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6336 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 11 年３月 31 日から同年４月１日まで 

平成 11 年３月末日までＡ所（現在は、Ｂ株式会社）で勤務していた

にもかかわらず、資格喪失日が同年３月 31 日になっているので、正し

い記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

元同僚の供述により、申立人が申立期間にＡ所に勤務していたことがう

かがえる。 

しかしながら、事業主から提出を受けた申立人の記録には、「退職年月

日」欄が平成 11 年３月 30 日、「社保喪失年月日」欄が同年３月 31 日と

なっていることが確認できる。 

また、申立期間当時の給与振込口座の預金元帳の記録からは、申立期間

に係る厚生年金保険料を控除されたことをうかがわせる記載は確認できな

かった。 

さらに、Ｃ組合からの回答により、平成 11 年３月 31 日に資格を喪失し

ていることが確認できる。 

このほか、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いた事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、申立人の申立期間にお

ける厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情も見

当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6337 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

   

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 32 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成10年９月21日から11年６月28日まで 

平成 10 年９月 21 日から 11 年６月 28 日まで９か月間Ａ株式会社に勤

務しており、源泉徴収票や給与明細書は無いが、手取り収入は 17 万円

程度あったと記憶しているにもかかわらず、ねんきん定期便では、標準

報酬月額が 16 万円となっている。標準報酬月額が低く申告されていた

ことによる保険料控除額と実際の保険料控除額との相違について申立て

をするので、調査して記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のＡ株式会社に係る雇用保険給付記録の離職時賃金日額により、

離職前６か月間の平均賃金額が約 19 万 3,000 円であることが確認できる

ことから、申立人は、申立期間にオンライン記録の標準報酬月額 16 万円

よりも高額の給与の支給を受けていたことが認められる。 

しかしながら、事業主は、「実際の給与額に見合う標準報酬月額の届出

を行ったと思うが、資料が無いので不明であり、給与からの保険料控除額

も、資料が無いので不明である。」と回答している。 

また、Ａ株式会社の平成 10 年１月から同年９月までの給与明細書、11

年１月から同年７月までの給与明細書、及び 11 年分給与所得の源泉徴収

票を保管していた同僚事務員が、「平成 10 年３月までは、社長の姉が給

与計算を行っていたが、退職したので同年４月からは社長が給与計算を行

った。」と供述しており、ほかの同僚事務員が、「給与計算は社長の姉が

全社分を行っていて誰にも手伝わせなかったが、社会保険料をずっと同じ

額で引いていたので、保険料は毎年１年に１回、一定時期に変更になるこ



  

とを教えてあげたことがある。社長の姉は、それまで知らなかったようで

ある。」と供述している上、前述の同僚の給与明細書、源泉徴収票による

と、当該同僚は、10 年１月から同年９月までは、オンライン記録よりも

高額の標準報酬月額に相当する保険料を給与から控除されているものの、

11 年１月から同年９月までは、オンライン記録どおりの標準報酬月額に

基づく保険料を給与から控除されていることが確認でき、高額の標準報酬

月額に相当する保険料を控除されていた期間は、前年（９年 10 月）の定

時決定による標準報酬月額が適用されている期間であることを踏まえると、

事業所において、それまでオンライン記録より高額の標準報酬月額に相当

する保険料を給与から控除していたものが、10 年 10 月からは、オンライ

ン記録どおりの標準報酬月額に基づく保険料を控除するようになったこと

がうかがえる。 

さらに、申立期間に係る厚生年金保険料控除額を確認できる給与明細

書・源泉徴収票等の資料が無く、申立人がオンライン記録よりも高い標準

報酬月額に相当する厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たかどうかは確認できない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間について、その主張

する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたと認めることはできない。 

 


